
     

事 務 連 絡 
令和２年１２月１６日 

各都道府県旅行業担当部局 御中 
 

観 光 庁 
【更新】Go To トラベル事業の取扱いについて 

 
Go To トラベル事業（以下「本事業」という。） の札幌市、大阪市、名古屋市、

東京都（以下「４都市」という。）の旅行の取扱い及び年末年始における全国的な
旅行の取扱いについて、昨日 12 月 15 日（火）付でお知らせさせていただきました
が、旅行予定者が無料でキャンセル可能である既存予約の対象及び国が事業
者負担相当分を負担する既存予約の対象（下線部）について、変更いたしまし
た。 

これにより、新たに、12 月 14 日（月）18 時から 20 時までの間にキャンセルされ
た旅行についてはキャンセル料が無料になるとともに、12 月 13 日 24 時時点にお
いて予約されていた旅行で 12 月 14 日 18 時から 24 時までにキャンセルされた旅
行についてキャンセル料見合いを本事業の予算から負担することになりますの
で、ご留意ください。 
各都道府県におかれましては、登録旅行業者等に対し、周知徹底をお願いい

たします。 
 

記 
 
Ⅰ．４都市の旅行の取扱いについて 

＜４都市を目的地とする旅行＞ 
（１）新規予約の取扱い 

○ 12 月 27 日（日）までに開始する旅行の新たな予約について本事業の適用
を一時停止します。 

○ ただし、東京都については、12 月 18 日（金）から 12 月 27 日（日）までの間
に開始する旅行を対象とします。 

  
（２）既存予約の取扱い 

○ 12 月 22 日（火）から 12 月 27 日（日）までの間に開始する旅行の既存予約
（12 月 14 日（月）24 時までにされていた予約とします。）について本事業の適
用を一時停止します。 
（旅行者及び事業者双方への周知が必要であることに鑑み、12 月 21 日（月）
までに開始する旅行については、支援の対象とします。） 

 
（３）キャンセルの取扱い 

○ 12 月 27 日（日）までに開始する旅行の既存予約（12 月 14 日（月）24 時まで
にされていた予約とします。）について、12 月 14 日（月）18 時から 12 月 24 日
（木）まで、無料でキャンセル可能とします。 

○ ただし、東京都については、12 月 18 日（金）から 12 月 27（日）までの間に



     

開始する旅行を対象とします。 
＜４都市に居住する方の旅行＞ 
（１）新規予約・既存予約の取扱い 

○ 新規予約・既存予約を問わず、12 月 27 日（日）まで、本事業を利用した旅
行を控えていただくよう呼びかけます。 

○ ただし、東京都については、12 月 18 日（金）から 12 月 27 日（日）までの間、
本事業を利用した旅行を控えていただくよう呼びかけます。 

 
（２）キャンセルの取扱い 

○ 12 月 27 日（日）までに開始する旅行の既存予約（12 月 14 日（月）24 時まで
にされていた予約とします。）について、12 月 14 日（月）18 時から 12 月 24 日
（木）まで、無料でキャンセル可能とします。 

 
＜キャンセル料の負担＞ 

○ これらの措置により、既存予約（※）のキャンセルを受けた事業者に対して
は、キャンセル料発生の有無に関わらず、一律、旅行代金の 35％に相当す
る金額 （上限は 1 万 4 千円/人泊）を本事業の予算から負担します。 

※ 12 月 13 日（日）24 時時点においてされていた予約に限ります。 
 

Ⅱ．年末年始における全国的な旅行の取扱いについて 
（１）新規予約・既存予約の取扱い 

○ 新規予約・既存予約を問わず、全国において、12 月 28 日（月）から 1 月 11
日（月）までの間、以下のとおり、本事業の適用を一時停止します。 

・  宿泊を伴う旅行については、12 月 28 日（月）から 1 月 11 日（月）までの間
の宿泊を旅行日程に含む場合は、割引対象外となります。 
 なお、12 月 28 日（月）チェックアウトの場合は、28 日（月）泊とはならず、割
引対象となります（地域共通クーポンも同日まで利用できます。）。 

・  日帰り旅行については、12 月 28 日（月）から 1 月 11 日（月）までの間に実
施される場合は、割引対象外となります。 

 
（２）キャンセルの取扱い 
○ （１）の旅行の既存予約（12 月 14 日（月）24 時までにされていた予約としま

す。）について、12 月 24 日（木）まで、無料でキャンセル可能とします。 
 

＜キャンセル料の負担＞ 
○ 上記の措置により、既存予約（※）のキャンセルを受けた事業者においては、

年末年始には既に多くの予約が入っており、これに対応するコストが発生して
いることを踏まえ、年末年始に限った特別の措置として、キャンセル料発生の
有無に関わらず、一律、旅行代金の 50％に相当する額（上限は２万円/人泊）
を本事業の予算から負担します。 

※ 12 月 13 日（日）24 時時点においてされていた予約に限ります。 
 

以  上 


